
 

－ 1 － 

1. 調査目的 

気候情報を活用した気候リスク管理（一定期間持続する顕著な高温や低温等の気候による影響を分

析・評価し、影響の軽減等に向けた対策の実施)を行うことにより、悪い影響を軽減もしくは良い影響を利

用できる産業分野は多いと考えられるものの、週間天気予報より先の長期の予測はその予測精度が向上

してきているにもかかわらず、各種産業での利活用が進んでいないのが実情である。 

気象庁では、交通政策審議会気象分科会「気候変動や異常気象に対応するための気候情報とその

利活用の在り方」（平成 24 年 2 月 27 日）の提言を受け、気象情報の利便性の向上や、気候の影響を受

けやすい産業分野を対象とした気候リスク管理の有効性を示す実例（成功事例）の創出及びその成果の

公表などを通じた気候リスク管理技術の普及に取り組んでいる。特に、平成28年度からは、新たな気象ビ

ジネス市場の創出・活性化を通じた社会の生産性向上を目指した「気象ビジネス推進コンソーシアム」の

設立などにより、一層の産業界との連携強化を図っているところである。 

本調査は、気象庁が上で述べた気候情報の利活用促進に関する取組の一環として実施するものであ

る。実施に際しては、消費者の需要にタイムリーに応えるべく業界の活性化に取り組まれている一般社団

法人全国清涼飲料連合会にご協力いただいた。 
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